
（令和６年分用）

次の区分に従い、それぞれの確認事項と提出書類をチェックしてください。

　 ○　土地建物等を譲渡した場合の確認事項と提出書類

　 ○　土地建物等を譲渡し、特例を適用する場合の確認事項と提出書類

　 ○　ゴルフ会員権や金地金等を譲渡した場合の提出書類

一　　面

譲 渡 所 得 申 告 の チ ェ ッ ク シ ー ト

　このチェックシートは、譲渡所得の申告に際しての確認事項と提出書類をまとめ
たものです。申告書提出前の確認用として御利用ください。

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ Ｃ

Ｄ

フリガナ

氏　名

住
　
所

「確定申告書等作成コーナー」をご利用ください！

確定申告書の作成・提出は

１

２

３

パソコン又はスマホから

「国税庁ホームページ」へアクセス

「確定申告書等作成コーナー」で申告書を作成
▶ 画面の案内に沿って金額などを入力するだけで申告書が作成

できます！

ｅ-Ｔａｘで送信して提出
▶ 送信に当たっては、マイナンバーカード及びマイナンバーカード読取対応の

スマートフォン又はＩＣカードリーダライタが必要です。

「確定申告書等作成コーナー」はこちら⇒



確
認

□  

□

□

① ………

② ………

③ ………

④ ………

提出が必要な書類 ○　｢譲渡所得の内訳書(確定申告書付表兼計算明細書)【土地･建物用】｣ □( 　通)

提出をお願いしている書類

①　売買契約書等(譲渡の時及び取得の時に作成したもの)の写し □( 　通)

②　取得費及び譲渡費用等の領収証の写し □( 　通)

③　「譲渡所得申告のチェックシート」(御覧になっているチェックシートです。） □( 　通)

 Ｂ　土地建物等を譲渡した場合の提出書類

項　　　目 提　　出　　書　　類　　（確認欄にチェックしてください） 確　認

　他から取得する資産で、その
取得の契約時において建設が完
了していないもの（例えば建売
業者が未完成の家屋を売買契約
した場合）

　原則として、当該資産の建設が完了し、引渡しを
受けた日が「取得の日」となりますが、当該資産の
建設が完了した日を「取得の日」として申告した場
合には、その日が「取得の日」となります。

　自ら建設等をした資産 　当該建設等が完了した日が「取得の日」となりま
す。

　他に請け負わせて建設等を
した資産

　当該資産の引渡しを受けた日が「取得の日」とな
ります。

　譲渡費用に該当しない支出（例えば、修繕費や固定資産税のような資産の維持
又は管理に要した費用）を譲渡費用に含めていませんか。

　仲介手数料等の譲渡費用は、領収証等で確認しましたか。
領収証、契約書、
その他(　　    　　)

　譲渡所得の長期・短期の区分を確認しましたか。（令和６年分の場合）
　（長期）　土地建物等………平成30年12月31日以前の取得
　（短期）　土地建物等………平成31年１月１日以後の取得

□

売買契約書、覚書、念書、

登記事項証明書、

その他(　　    　　)

（注）　「取得の日」の判定に当たっての留意事項

　他から取得した資産
（②のものを除きます。）

　原則として、当該資産の引渡しを受けた日が「取
得の日」となりますが、当該資産の取得に関する契
約の効力発生の日を「取得の日」として申告した場
合には、その日が「取得の日」となります。
　なお、相続、遺贈又は贈与により取得した場合に
は、前所有者が取得した日で判定します。

　建物について、減価償却費の計算をしましたか。

（注）　業務用（事業用・貸付用）の建物については、事業所得や不動産所得の計算
　　　上、必要経費に算入される償却費の累積額により計算します。 □

令和６年分収支内訳書、
青色申告決算書、
その他(　　　　　　　)

　取得費について、概算取得費（譲渡価額×５％）を適用した場合、登記費用、
造成費、改良費等を取得費に含めていませんか。

□
（注） 概算取得費を適用した場合は、登記費用、造成費、改良費等は算入できません。

　取得年月日及び取得価額は、契約書、領収証等で確認しましたか。 □ 売買契約書、覚書、念書、領収証
その他(　　　    　　)

　取得時に交換や買換え等の特例の適用を受けていませんか。

□
特例適用時の確定申告書、
譲渡所得の内訳書（確定申告書付表
兼計算明細書）【土地・建物用】、
その他(　　　    　　)

（注）　これらの特例の適用を受けている場合には、譲渡資産の実際の取得価額では
    　なく、前回の譲渡資産（旧資産）の取得価額を基に計算した金額が今回の取得
    　価額となりますので御注意ください。

二　　面

 Ａ　土地建物等を譲渡した場合に確認していただきたい一般的な事項

　　　（お売りになった資産についてお尋ねします。）

　確　　認　　事　　項（確認欄にチェックしてください）
確　 認 　し　 た　 書　 類

(該当するものを○で囲んでください)

　譲渡価額（売却代金）は、契約書等で確認しましたか。

□
売買契約書、覚書、念書、

預金通帳、その他(　    　　　)

（注１） 実測を行い、精算金の支払又は受領がある場合には、精算後の金額で申告して
　　　 ください。

（注２） 不動産売買の際に、未経過期間に対応する固定資産税相当額として買主から受
　　　 領する金銭は、収入金額に算入します。



□

③　被相続人居住用家屋等確認書
 （注）被相続人居住用家屋の所在市区町村に申請し、交付を受けます。 □( 　通)

④　譲渡した被相続人居住用家屋等の売買契約書の写しその他の書類で譲渡
　に係る対価の額が１億円以下であることを明らかにする書類 □( 　通)

居

住

用

財

産

居住用財産の税率
軽減（措31の３） □

①　譲渡資産の登記事項証明書（閉鎖登記に係るものを含む） □( 　通)

②　譲渡契約締結日の前日において、住民票に記載されていた住所と譲渡資
　産の所在地とが異なる場合には、戸籍の附票の写しなどの書類で譲渡者が
　譲渡資産を居住の用に供していたことを明らかにするもの

□( 　通)

3,000万円の特別
控除（措35①）

○　譲渡契約締結日の前日において、住民票に記載されていた住所と譲渡資
　産の所在地とが異なる場合には、戸籍の附票の写しなどの書類で譲渡者が
　譲渡資産を居住の用に供していたことを明らかにするもの

□( 　通)

⑤　譲渡した被相続人居住用家屋等の耐震基準適合証明書又は建設住宅性能
　評価書の写し □( 　通)

低未利用土地等を
譲渡した場合の特
別控除（措35の
３）

□

①　低未利用土地等確認書
 （注）低未利用土地等の所在市区町村に申請し、交付を受けます。 □( 　通)

②　譲渡した低未利用土地等の売買契約書の写しその他の書類で、譲渡に係
　る対価の額が500万円以下（譲渡（売却）した土地等が都市計画法の市街化
　区域と定められた区域等である場合は、800万円以下）であることを明らか
　にする書類

□( 　通)

被相続人の居住用
財産を譲渡した場
合の特別控除
（措35③）

□

①　譲渡所得の内訳書(確定申告書付表兼計算明細書)【土地･建物用】｢５面｣ □( 　通)

②　被相続人居住用家屋等の登記事項証明書（閉鎖登記に係るものを含む） □( 　通)

□
取　得 ①　「買換(代替)資産の明細書」 □( 　通)

見込み ②　譲渡資産の所在地域を証する市区町村長等の証明書 □( 　通)

特定の事業用資産の買
換え等
（措37）
（措37の４）

□

①　買換資産の取得価額を明らかにする契約書、領収証の写し □( 　通)

②　買換資産の登記事項証明書 □( 　通)

③　買換資産を事業の用に供したことを明らかにする書類
　（賃貸借契約書等の写しなど） □( 　通)

④　譲渡資産や買換資産の所在地域を証する市区町村長等の証明書

《参考：令和６年４月１日以降の適用について》
令和６年４月１日以降に資産を譲渡し、同一年中に買換資産の取得を

する場合において、本特例を受けるときは、一定の期間内に「特定の事
業用資産の買換えの特例の適用に関する届出書」の提出が必要となりま
す。

保証債務の履行
（所64②） □

①　「保証債務の履行のための資産の譲渡に関する計算明細書」 □( 　通)

②　保証債務の事実が分かる書類 □( 　通)

③　求償権の行使が不能であることが分かる書類 □( 　通)

□( 　通)取得済

相続財産に係る譲渡所
得の特例（措39） □ ○　「相続財産の取得費に加算される相続税の計算明細書」 □( 　通)

収用等に伴う代替資産
の取得等
（措33）
（措33の２）

□ 取得済

①　収用証明書
　（注）特例の適用対象となった事業の種類によっては、事業施行者から発行
　　　されないものもあります。

□( 　通)

②　代替資産の登記事項証明書などの代替資産を取得したことを証する書類 □( 　通)

③　代替資産の取得価額を明らかにする書類
　（売買契約書の写し、領収証の写しなど） □( 　通)

□

①　収用証明書
　（注）特例の適用対象となった事業の種類によっては、事業施行者から発行
　　　されないものもあります。

□( 　通)

②　「買換(代替)資産の明細書」 □( 　通)

取 得
見込み

三　　面

 Ｃ　土地建物等を譲渡し、特例を適用する場合の提出書類

項　　　目
適用又は該当する項目に
チェックしてください

提　　出　　書　　類　　（確認欄にチェックしてください） 確　認

収用交換等の特別控除
（措33の４） □

①　収用証明書（注） □( 　通)

②　公共事業用資産の買取り等の申出証明書（注） □( 　通)

③　公共事業用資産の買取り等の証明書 □( 　通)

（注）特例の適用対象となった事業の種類によっては、事業施行者から発行
　　されないものもあります。

④　措令22条の４第２項各号に掲げる場合（土地収用法に規定する仲裁判断
　があった場合など）のいずれかに該当する場合には、その旨を証する書類 □( 　通)



※　ゴルフ会員権の譲渡により生じた損失は、原則として、給与所得など他の所得と損益通算することはできません。

　

提出が必要な書類 ○　「譲渡所得の内訳書（確定申告書付表）【総合譲渡用】｣ □( 　通)

提出をお願いしている書類

①　売買計算書等(譲渡の時及び取得の時に作成されたもの)の写し □( 　通)

②　取得費及び譲渡費用等の領収証の写し □( 　通)

③　「譲渡所得申告のチェックシート」(御覧になっているチェックシートです。） □( 　通)

⑤　譲渡契約締結日の前日における譲渡資産の住宅借入金等の残高証明書 □( 　通)

所：所得税法　　　　措：租税特別措置法　　　　措令：租税特別措置法施行令

※  登記事項証明書の添付については、その写し又は「譲渡所得の特例の適用を受ける場合の不動産に係る不動産番号等の
　明細書」などの不動産番号等の記載のある書類の添付によりこれに代えることができます。詳しくは国税庁ホームページ
　をご覧ください。

　Ｄ　ゴルフ会員権や金地金等を譲渡した場合の提出書類

項　　　目 提　　出　　書　　類　　（確認欄にチェックしてください） 確　認

特定居住用財産の
譲渡損失の損益通
算及び繰越控除
（措41の５の２）

□

①　「特定居住用財産の譲渡損失の金額の明細書《確定申告書付表》（特定
　居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）」 □( 　通)

②　「特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対象となる金額
　の計算書」 □( 　通)

③　譲渡資産の登記事項証明書等（閉鎖登記に係るものを含む）
　　譲渡資産に土地の上に存する権利（借地権等）がある場合には、土地賃
　貸借契約書等の写しなどで、その所有期間を明らかにするもの

□( 　通)

④　譲渡契約締結日の前日において、住民票に記載されていた住所と譲渡資
　産の所在地とが異なる場合には、戸籍の附票の写しなどの書類で譲渡者が
　譲渡資産を居住の用に供していたことを明らかにするもの

□( 　通)

居

住

用

財

産

居住用財産の買換
え（措36の２）

□

①　譲渡した土地建物等に係る登記事項証明書（閉鎖登記に係るものを含む） □( 　通)

⑤　買換資産の登記事項証明書

□

①　「居住用財産の譲渡損失の金額の明細書《確定申告書付表》（居住用財
　産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）」 □( 　通)

②　「居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対象となる金額の計
　算書」 □( 　通)

③　譲渡資産の登記事項証明書等（閉鎖登記に係るものを含む）
　　譲渡資産に土地の上に存する権利（借地権等）がある場合には、土地賃
　貸借契約書等の写しなどで、その所有期間及び面積を明らかにするもの

□( 　通)

④　譲渡契約締結日の前日において、住民票に記載されていた住所と譲渡資
　産の所在地とが異なる場合には、戸籍の附票の写しなどの書類で譲渡者が
　譲渡資産を居住の用に供していたことを明らかにするもの

□( 　通)

⑤　買換資産を取得した年の12月31日における買換資産に係る住宅借入金等
　の残高証明書
　（注）　金融機関等に対して住宅借入金等特別控除の適用申請者を提出している
　　　　方は不要です。

□( 　通)

⑥　買換資産に係る登記事項証明書、売買契約書の写しなど □( 　通)

（買換えが翌年の場合は、⑤・⑥の書類を翌年分の確定申告書に添付し、提
出期限までに提出してください。）

□( 　通)

⑥　買換資産の耐震基準適合証明書、建設住宅性能評価書の写し又は既存住
　宅売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類（該当す
　る場合に限る）

□( 　通)

⑦　買換資産を取得する見込みである場合は、④～⑥に代えて「買換(代替)
　資産の明細書」（この場合、買換資産を取得した日から４か月以内に④～
　⑥の提出が必要です。）

□( 　通)

②　譲渡資産に係る売買契約書の写しその他の書類で、その譲渡資産の譲渡
　に係る対価の額が１億円以下であることを明らかにするもの □( 　通)

③　譲渡契約締結日の前日において、住民票に記載されていた住所と譲渡資
　産の所在地とが異なる場合又は譲渡の日前10年内において譲渡者の住民票
　に記載されていた住所を異動したことがある場合には、戸籍の附票の写し
　などの書類で譲渡者が譲渡資産を10年以上居住の用に供していたことを明
　らかにするもの

□( 　通)

④　買換資産の取得価額を明らかにする契約書及び領収証の写し □( 　通)

居住用財産の買換
え等の場合の譲渡
損失の損益通算及
び繰越控除
（措41の５）

四　　面

 Ｃ　土地建物等を譲渡し、特例を適用する場合の提出書類

項　　　目
適用又は該当する項目に
チェックしてください

提　　出　　書　　類　　（確認欄にチェックしてください） 確　認


